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デジタル庁における 
行政サービスデザインの始動
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所属部署、役職は寄稿時点（2022年4月15日）
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大橋　正司

行政で進むデザインアプローチ

全く新しい組織を組成し、組織内にプロジェクトマ
ネージャーやエンジニアなど多様な専門人材チーム
を抱えた組織体制で活動を開始しました。

行政サービスのプロダクト開発やアクセシビリ
ティ確保などに関わるデザイン専門職員は、組織横
断の専門人材チームのひとつである「サービスデザ
インチーム」に所属し、複数のプロジェクトに有機
的に参画しデザイン支援を行っています。日本省庁
初のインハウスデザイン組織として立ち上げ段階で
はありますが、IT企業やデザインコンサルティング
会社出身のメンバーが所属し2022年4月時点で10
名規模のチームまで拡大しています。

新型コロナウイルス蔓延を契機とした世界的なデ
ジタルシフトへの要請を背景に、デジタル庁は日本
社会全体のデジタル化推進を担う新たな省庁として
2021年9月1日に新設されました。

デジタル庁は「誰一人取り残されない、人に優し
いデジタル化を。」をミッションに掲げ、徹底的な
国民目線でのサービス創出やデータ資源の利活用、
全ての国民にデジタル化の恩恵が行き渡る社会の実
現に向けた取組を推進するとともに、デジタル社会
形成の旗振り役として官民のデジタルインフラを今
後5年で構築することを目指しています。

この目標を達成すべく、デジタル庁は職員600
名のうち250名が民間企業出身という前例のない

1．日本省庁初のインハウスデザイン組織

な観点がありますが、各国のデジタルガバメント推
進におけるデザイン活動を参考にしたうえで、デザ
イン領域を大きく3つ領域に分類しました（図表1）。
1つ目が行政における戦略フェーズであり、制度や
法律などを含む政策をデザイン対象とした「政策デ
ザイン」領域。2つ目が行政における実装フェーズ
であり、システムや業務などを含む行政サービスを

デジタル庁は新しい組織であり、多様なバックグ
ラウンドを持つ専門家が協業しプロジェクトを推進
しています。このような組織においてインハウスデ
ザイン活動を円滑に進めるにあたり、行政における
デザインの位置付けと注力すべきデザイン領域を明
確にする必要がありました。

まず、行政におけるデザイン領域については、様々

2．デジタル庁で注力するデザイン領域
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やデザインアプローチの導入を行っています。
具体的には、デジタル庁設立3ヶ月でリリースし

た新型コロナウイルスワクチン接種証明書アプリ
（図表2）や、デジタル社会実現に向けた重点計画
の紹介資料（図表3）が挙げられます。これらは、
インハウスデザイナーが参画し生活者視点のアプ
ローチを導入することで、いままでの行政機関が提
供するアプリやコミュニケーションとは異なる価値
提供を実現できました。これらの実績を通じてプロ
ジェクトにデザイナーが参画する意義やデザインア
プローチを導入する必要性について理解が進みつつ
あります。

このようにデザイン注力領域を定義することによ
り、大小含め100以上のプロジェクトが実施され
ているなかで、優先順位を明確にしながら組織戦略
的にデザイン活動を行うことを目指しています。

デザイン対象とした「行政サービスデザイン」。3
つ目が行政における提供フェーズであり、プロダク
トやコミュニケーションを含む利用者との接点をデ
ザイン対象とした「インタラクションデザイン」。
これら3つの領域に分類することにより、行政にお
けるデザイン組織の関わり方とデザイン対象を明確
化しました。これらを明確にすることで、組織内に
おいて、行政におけるデザイン領域をどこまでと捉
えるか、何をデザイン対象とすべきかの共通認識を
図りやすくなります。

また、注力すべきデザイン領域については、まず
は効果を実感しやすい領域の優先度を上げ、短期間
で小さく成功体験を積み上げられるようなプロジェ
クトに注力して活動を開始しています。上述のデザ
イン領域で説明すると「インタラクションデザイン」
領域のプロジェクトから積極的にデザイナーの参画

図表1 行政におけるデザイン領域

（出典）デジタル庁提供

議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計
画」、ならびに情報システムの観点から方針を定め
た「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」
にもとづき定義しました。

（1）推進体制の強化
持続的にサービスデザインを推進するためには、

3．行政サービスデザインを推進する5つの取組

直近においてはデジタルプロダクトやコミュニ
ケーションなどの「インタラクションデザイン」に
注力しつつも、デジタル庁全体で「行政サービスデ
ザイン」があたりまえに行われるようになるために、
5つの観点からデザイン活動に着手しています（図
表4）。この5つの観点は、令和3年12月24日に閣
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図表3 デジタル社会実現に向けた重点計画の紹介資料の各種実績

図表2 新型コロナウイルスワクチン接種証明書アプリの各種実績

（出典）デジタル庁提供

（出典）デジタル庁提供

図表4 デジタル庁におけるデザイン活動推進に係る5つの観点

（出典）デジタル庁提供
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備を実施しています。政府の標準ガイドラインとい
う観点では、2018年に政府から「サービスデザイ
ン実践ガイドブック（β版）」が発行されましたが、
まだまだ多くのプロジェクトで活用が進んでいない
状況です。ガイドラインの整備においては、標準ガ
イドラインの整備だけでなく、どのように現場で利
用されるかということも考慮しながらガイドライン
の普及も含めて推進していきます。

（4）庁内文化の醸成
サービスデザインを組織的な活動として定着させ

るためには、デジタル庁内の職員全員がサービデザ
インの意義や基本的な概念を理解するとともに、自
主的に学び実践する文化を醸成することが重要とな
ります。各国のデジタルガバメントの先行事例を踏
まえたうえで、デジタル庁では、サービスデザイン
文化醸成の中心的役割を担うコミュニティマネー
ジャーを設置して、デジタル庁内のコミュニティ形
成に着手しています。また、デジタル庁内において
サービスデザインに関する勉強会の実施や相談窓口
を設け、プロジェクト単位の知見やノウハウの共有
を進めるとともに、今後は、基礎知識の習得に向け
サービスデザイン教育プログラムの導入を実施した
いと考えています。

（5）外部コミュニティとの連携 
行政サービスデザインにおいてはステークホル

ダーとの連携は必須です。とくに、各府省庁、地方
自治体、民間事業者との連携は重要であり、情報連
携にとどまらずサービスを共創するという観点から
連携を推進する必要があります。そうすることによ
り、生活者視点の行政のサービスをより円滑により
多くの場で実現することが可能となります。今後、
各府省庁、自治体、各種デザインコミュニティ、海
外デジタルガバメントとの連携の場を整備し、サー
ビスデザイン推進に向けたオープンコミュニティの
形成を実施していきます。

組織の枠組みを超えてサービスデザインを牽引する
体制を整える必要があります。サービスデザイン
チームは、デジタル庁において部門やプロジェクト
を横断して課題解決を取り組むクロスファンクショ
ナルチームとして設置されています。サービスデザ
インチームのメンバーはデジタル庁の戦略にもとづ
きプロジェクトにアサインされ、生活者視点のサー
ビス実現に向けた活動を牽引します。現在、プロダ
クトデザイナー、コンテントデザイナー、アクセ
シビリティ専門家、デザインコミュニティマネー
ジャーなど専門職の採用を計画的に進めています。

（2）プロジェクトへの実装
サービスデザインのアプローチが各プロジェクト

に実装されるためには、サービスデザインチームが
戦略的にプロジェクトに関与する必要があります。
体制整備の初期段階では、人的リソースも活用でき
るデザインアセットも限定されることから、関与す
るプロジェクトについて優先順位づけを行います。
具体的には、利用者数やアクセス数が多い、一般市
民が直接利用するサービスなど、多くの利用者が品
質向上を実感しやすいサービスから着手します。ま
た、短期間で品質向上や効果を計測しやすいサービ
スであることもプロジェクト選定において重要な
観点となります。これらの観点を踏まえたうえで、
サービスデザインチームは複数のプロジェクトに関
与し、行政サービスデザイン、プロダクトデザイン、
およびコミュニケーションのデザイン支援を行って
います。

（3）プロセスとガイドライン整備
各プロジェクトにおいて効率的かつ効果的にサー

ビスデザインを実行するためには、そのプロセスや
ガイドラインを整備する必要があります。大規模な
プロセスとガイドラインの整備は時間を要するた
め、小規模かつ短期間で成果を確認しやすい領域か
ら着手をしています。具体的には、デザインシステ
ムとウェブアクセシビリティ導入ガイドラインの整
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に実現するためのしくみを用意するのが「デザイン
システム」の考え方です。「デザインの解決策」を
集めたものと言ってもいいでしょう。スタイルガイ
ドやUIコンポーネント、申込のような頻出する画
面のデザインテンプレート等を用意しておくこと
で、サービスの企画者は最初からサービスの利用の
流れをある程度想定しておくことができるので、デ
ザイナーやエンジニア等とのコミュニケーションコ
ストが下がりますし、デザイナーやエンジニアも、
既にあるコンポーネントを使うことで、開発コスト
を下げることができます。

デジタル庁ではこのようなしくみを用意すること
で、政府が提供するサービス全体の一貫性を保ちな
がら品質を向上させ、開発コストや開発チームの負
担軽減を目指しています。

行政サービスは多岐にわたる申請、手続き、機能
から構成されていて、行政サービスの設計に携わる
部局も多様です。各部局が、多様な利用者がいるこ
とを想定し、ユーザビリティに優れたシステムを構
築するのは、それだけでも大変なことです。

さらに、システム間で機能や操作に一貫性を持た
せておかないと、利用者が他のシステムに慣れてい
るために、新しいシステムの使い方が非常に分かり
にくくなってしまう問題があります。例えば、ある
部局では「検索」の意味で使われていた「虫眼鏡」
アイコンが、他の部局では「拡大縮小」の意味で使
われていると、ユーザーは混乱してしまいます。サ
ポートのコストが上がってしまい、さらに運営費用
や開発コストも膨らんでいってしまうのです。

そこで、サービス（システム）のデザイン原則を
定め、原則にもとづいた一貫性の高い設計を効率的

4．デザインの品質向上・効率化のための取組

きちんと実装できる専門家の数も限られています。
そこで、デザインシステム等の導入によって最も

恩恵を受けるのが、アクセシビリティの領域です。
ウェブアクセシビリティに配慮されたデザインシス
テムを採用することで、システムの提供者、利用者
双方の負担を減らし、公正なサービス提供を目指す
ことができます。

デジタル庁では、障害当事者を含むインハウスの
ウェブアクセシビリティチームが組成されており、
日々デジタル庁内でのレビュー（チェック）や助言、
デザインシステムを始めとした原則・ルール作りの
推進等の活動を始めています。開発の最後にアクセ
シビリティチェックをするのではなく、開発の企画
当初から多様な背景を持った人材が関わるプロセス
を定めることで、よりよい行政サービスを実現する
ことにつながると考えています。

5．アクセシビリティの推進

様々なユーザーが、色々な環境からウェブサービ
スにアクセスすることがあたりまえになっているの
で、行政サービスはより多様な利用方法に応える必
要があります。利用端末、年齢、障害の有無や程度
などに関わらず、行政サービスを利用できることが
強く求められているのです。障害者に限っても支援
を必要とする人は少なくとも559万人以上います。
加齢で文字が読みにくい方等を含めれば、相当な割
合の利用者が適切なサポートを必要としています。

対面でのサービス提供であれば臨機応変に補助を
行うことで、補助を必要としない人向けに作られた
申請や手続きの枠組みでも、柔軟に対応することが
できますが、ウェブサービスはそうではありません。
最初から多様な使い方があることを想定した実装を
しておく必要があります。ただ、ウェブに焦点を当
てたアクセシビリティ、ウェブアクセシビリティの
向上に取り組むには必要な前提知識が数多くあり、
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大橋　正司（おおはし　しょうじ）
2021年4月に、デジタル庁の発足に向けたデザインチームの立ち上げメンバー（インフォメーション・

アーキテクト）として参画。2021年9月のデジタル庁発足後は、デザインプロセスの標準化や、デザイ
ンシステムの策定等の政府サービスの品質向上に向けた取組、開発チーム向けの支援を担当。デザイン・
リサーチからUI設計まで幅広く手掛けており、近年はデザイン組織の立ち上げ支援等にも従事。

浅沼　尚（あさぬま　たかし）
2021年9月からデジタル庁のCDO（Chief Design Officer）に就任。国民向け行政サービスを中心に 

サービスデザイン戦略策定とデザイン組織立ち上げに従事。インハウスデザインとデザインコンサルティ
ングの経験を活かし、大規模プロジェクトにおいてデザイン戦略策定からコミュニケーションデザイン
まで幅広い領域を主導。IF Design Award、グッドデザインアワード等、国内外のデザイン賞を受賞。 
※所属部署、役職は寄稿時点（2022年4月15日）

象が生じていると感じています。
生活者視点のサービスを提供するための定式化さ

れたプロセスやツール、知見やノウハウの共有が
「サービスデザインのしくみ」であるとするならば、
行政にこそそれが求められていると実感していま
す。まずは、デジタル庁のインハウスデザイナーが
サービスデザインのしくみ化を行い、生活者視点の
行政サービスを少しずつ実現することにより、多く
の行政機関でサービスデザインのしくみ化の必要性
が認識されるでしょう。

デジタル庁だけでなく多くの行政機関でサービス
デザインのしくみが定着し、行政職員があたりまえ
のようにサービスデザインを実行することで、日本
社会全体のデジタル化推進と「誰一人取り残されな
い」社会の実現に近づくと考えています。

6．行政に求められるのはサービスデザインのしくみ化

デジタル庁に日本省庁初のインハウスデザイン組
織が組成され、持続的な行政サービスデザインの推
進を目指すなか、デザインシステムの整備やアクセ
シビリティの推進など、少しずつではありますが具
体的な成果が出始めてきました。

デジタル庁でインハウスデザイナーとして活動し
てきて感じているのは、行政サービスの構想や提供
において欠けているのは、生活者視点ではなく「サー
ビスデザインのしくみ」であるということです。行
政に関わる職員の方々は常に生活者のことを考え、
生活者のために最善のサービスを提供することを目
指して日々業務を行っています。しかし、その想い
や考えやコンセプトを具現化するプロセスやツール
が定式化されておらず、組織の知見やノウハウとし
ても共有と蓄積が行われていないため、結果として
生活者視点が行政サービスに反映されないという事
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